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下野市まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂（案）について（平成 30年度） 

 

総合戦略の計画期間は、平成 27年度から平成 31年度までの 5か年であり、毎年度、ＰＤＣＡサ

イクルにより取組状況を点検･評価し、必要に応じて施策の見直しや総合戦略の改訂を行うこととして

います。平成 30 年度改定については、第 1 回総合計画審議会を踏まえ、下記の重要業績評価指

標（ＫＰＩ）について、見直しを行います。 

 

 

１．重要業績評価指標（KPI）の削除について 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

3 
駅前広場事業 

実施箇所数 

JR３駅での花いっぱい事業の実施箇

所数 
２か所 ５か所 

【理由】 「商工業による躍進するまちづくり」における評価指標としては適したものではないため。 

 

 

２．重要業績評価指標（KPI）の目標値の修正について 

 

※赤字が修正後 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

29 道路改良率 
実道路延長に対する規格改良済道

路延長の割合 
64.0％ 

65.0％ 

65.4％ 

【理由】 目標値（65.0％）達成につき、上方修正を行うため。 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

30 道路舗装率 
実市道延長に対する市道舗装済延

長の割合 
86.3％ 

87.0％ 

87.5％ 

【理由】 目標値（87.0％）達成につき、上方修正を行うため。 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

31 上水道普及率 
行政区域内人口に対する給水人口

の割合 
97％ 

97.2％ 

97.27％ 

【理由】 目標値（97.2％）達成につき、上方修正を行うため。 
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項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

51 
思春期講座 

開催小中学校数 

関係機関が連携した小中学校での

思春期講座の開催 
― 

16小中学校 

15小中学校 

【理由】 平成 31年度に国分寺西小学校が国分寺小学校に統合され、市内全学校数が 15小中学校となる

ため。 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

69 
地域ふれあいサロン 

の設置数 

地域ボランティアによる地域ふれあい

サロン数 
14か所 

23か所 

34か所 

【理由】 高齢者保健福祉計画（第 7期）と整合性を図り、目標値を上方修正するため。 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

71 認知症サポーター数 
認知症サポーター養成講座の延べ

参加者数 
2,085人 

延 7,600人 

延 7,800人 

【理由】 目標値（7,600人）が達成見込につき、上方修正するため。 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

74 
就労系サービス 

利用者数 

就労移行支援、就労継続支援（A

型）、就労継続支援（B型）の年間実

利用者の月平均人数 

93人/月 
140人/月 

170人/月 

【理由】 下野市障がい者福祉計画（第 5期）との整合性を図り、目標値を上方修正するため。 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

79 特定健康診査受診率 （対象者：40～75歳未満） 39.0％ 
60.0％ 

50.0％ 

【理由】 下野市国民健康保険特定健康診査等実施計画（第 3 期）との整合性を図り、目標値を修正するた

め。 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

87 公民館の利用者数 公民館の年間利用者数 14万 7千人 
15万 4,200人 

13万 5,000人 

【理由】 新庁舎使用による利用者数の減少を考慮し、目標値を修正するため。 
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項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

90 
大松山運動公園 

の整備 
― ― 

整備 

開園 

【理由】 整備が順調に進んでおり、平成31年の開園を目指す予定のため、目標値を「整備」から「開園」へ修

正する。 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

104 

市民と企業・行政の 

協働による環境保全

活動の実施 

下野市環境基本計画協働プロジェク

ト実施数 
１事業 

4事業 

47事業 

【理由】 環境基本計画の見直しとの整合性を図り、目標値を修正するため。 

 

項 目 項目の説明 基準値 目標値（ＫＰＩ） 

112 
市ホームページ 

アクセス数 
市ホームページの年間アクセス数 110万件 

120万件 

106万件 

【理由】 国の指導に基づくネットワーク強靭化によるアクセス数への減を加味し、目標値を修正するため。 

 


